
令和７年度 会計室 経営方針                

 

令和７年４月 

   会計管理者 垣谷 敏数 

１ 部・室の基本方針 

（１）部の組織目標 
（２）「まちづくり構想 福知山」で掲げる基本政策・施策の実現、及び行政改革大綱 2022-2026 

の取組推進に向けた部内の運営方針 

適正な会計事務執行の確保と効率化 

・価値共創によるパートナーシップの推進に向けて、指定金融機関等との連携を強化し、キャッシュ 

レス化の推進に取り組むこととする。 

 

・ＤＸの推進とＩＣＴを徹底活用した業務運営の早期実用化に向けて、業務フローの見直し及び標準 

 化に取り組む。特に収納事務及び出納事務については、より明確、より効率的な運用の必要性から 

法令遵守に基づき、重点的に取り組むこととする。 

 

・福知山市職員としての資質の向上に向けて、風通しの良い組織作りを推進し、職員提案型の業務改

善等に取り組むこととする。 

 

・持続可能で質の高い行財政経営の確立に向けて、最適な資金運用を推進することとする。 

 

２ 令和７年度の重点目標 

No 重点目標 
現状認識（重点目標の背景にある 

現状と課題、社会の動向など） 
取組内容及び成果指標 達成状況（年度末評価） 

達成

度 

1 適正な公金収納業務の構築 

公金の収納に当たっては、各所管課に

おいて、出納員を選任し、その業務に当

たらせている。しかし、職員の収納事務

に対する認識、公金の取扱いに関しては

レベルのばらつきがあることから、全庁

的に業務知識や事務の品質を均質化し、

レベルアップを図る必要がある。 

そのため、事務執行状況についてのモ

ニタリングを実施する。  

出納事務に関する規定は、必要に応じ

て、現状に適した内容へ見直しを行う。 

【取組内容】 

・出納員等が、ロゴフォームを利用しセルフチ

ェックを行えるようにし、適切な事務について

再認識する機会をつくる。 

・出納員検査を行い、状況を確認し、課題事項

のある部署には、関係課と連携し、早期の事務

改善を図る。 

・現金保管部署について、保管状況を確認し、

正しい保管ができているか確認、指導する。 

・現金出納事務の効率化を図るため、現金出納

簿のデータ化を推進する。 

【成果目標】 

・出納員検査の実施（全所管課） 

・つり銭保管状況検査の実施（該当課） 

・出納員研修の実施 

   



2 適正な出納事務の推進 

適切な出納事務執行の確保のため、支

出命令等について、法令遵守の立場か

ら、地方自治法及び支払遅延防止法に基

づき、不適切な事務処理を防止すること

に審査の主眼を置き、関係部署とも連携

し、徹底した、指導・啓発を行い、コン

プライアンス意識の醸成に努める。 

【取組内容】 

・地方自治法、支払遅延防止法や財務規則等に

係るコンプライアンス違反防止の観点から、伝

票審査において、課題を把握し、不適切な事項

の指摘、指導を行い、各課が適切な事務執行を

進めることができるようにする。 

・審査基準を緩和したことによる支出事務の質

が低下していないか検証を行うとともに、各課

の不適切な事務の発生防止のため、研修の実施

や注意点、留意点についての周知を行う。 

【成果目標】 

・会計通信や研修の実施により適切な出納事務

について周知する。 

・事務処理の留意事項等共通認識できるツール

を整備する。 

・関係課と連携して、指導・啓発を行う。 

   

3 
高品質で効率的な会計事務の推

進 

 キャッシュレス決裁を推進するとと

もに事務処理の品質を損なわず、全庁

的な会計事務の効率化に資する事務改

善を推進する。また、ＩＣＴ化・ＤＸ

に則した事務の最適化を検討する。 

【取組内容】 

・共通経費の口座引落しの対象の拡大を進め事

務の効率化をさらに図る。 

・各課の支出事務等に係る効率化を図るために

行った審査基準の緩和が質の低下につながっ

ていないかの検証の方法を検討し、質の低下を

防止する。 

【成果目標】 

・口座引落しの拡大 

・事務のマニュアル化、見える化を図る。 

   

4 安全かつ効率的な資金運用 

 歳計現金については、できる限り綿

密な資金需要等を把握することで、よ

り効率的な公金運用を実現する必要が

ある。また、基金管理については、安

全性を最優先に流動性を持たせなが

ら、金融情勢の変化に対応した運用方

法の見直しを適宜実施し、機を得た効

率的な運用を図る。 

【取組内容】 

・公金運用計画に則り、安全性、流動性、効率

性を確保した運用を行う。 

・新たな債券の買増しは金融状勢を見極めなが

ら期間は３年以内で相当の利回り（概ね１％以

上）が確保できる債券を１億円とする。 

【成果目標】 

・平均利回り０．４％以上とする。 

   

 

【達成度】 

区分 達成の度合 定量的な判断基準 定性的な判断基準 

Ａ 目標を著しく上回る成果をもって達成 達成水準に対して 150％以上の成果 期待を大幅に上回る成果 

Ｂ 目標を上回る達成 達成水準に対して 110％以上の成果 期待以上の成果を挙げた 

Ｃ 目標通りに達成 達成水準通り（100％）の成果 ほぼ期待通りの成果を挙げた 



Ｄ 目標を未達成 
達成水準に対して 100％未満 

複数の成果目標に対して一部未達成 
期待通りの成果に至らなかった 

Ｅ 目標を著しく未達成 達成水準に対して 50％未満 期待を大幅に下回る結果 

 

 

 

 

 

 

 

３ 所管部署が関与する庁内推進組織 

推進組織の名称 役割等 所管事項（概要） 令和７年度取組内容 進捗状況（事務局課のみ記載） 

公金管理検討委員会 
事務局 

（会計室） 

・公金の預金先金融機関

選定基準の策定 

・金融情報の集約、取引金

融機関の経営状況の把

握と分析、公金の運用

状況等の検討 

・公金保全の措置の検討 

・その他必要な事項 

公金管理運用方針に基づいた公金の適正な管理、運用の推

進 
 

 

 


